
区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
地域が抱える課題を地域で解決するため
に、自立的な地域運営の仕組みづくりをめ
ざす。

区民モニター　平成30年
地域のまちづくりに関する活動が地域団体
やNPO、企業などさまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合を平成25年度と比して20％向上させ
る。

・自律的な運営に向けた新たな担い手の確
保、地域公共人材の活用を含めた人材の
育成
・CB/SBの活用を含め、自主財源の確保を
図りつつ、地域資源を活用した地域活動の
実施
・多様な媒体を通じての広報活動の実施
・地域活動協議会の自律的な運営

ア

区民モニターアンケートにおいて、「校区等
地域を越えた範囲で、地域団体や市民、
NPO、企業などいろんな方々が連携し、協
働することによって、まちづくりに関する活
動が進められていると感じる」と回答した区
民の割合が、平成25年度と比して2.3ポイン
ト向上した。（16.3％）

H25：14.0
H26：11.7
H27：17.1
（単位：％）

A A a

校区等地域において、様々な活動主体が
協働し、その話し合いのもと合意を形成し、
自ら地域課題に取り組むなど、地域間にバ
ラつきはあるものの、おおむね順調に進め
られている、また、組織運営に係る分野に
おいても、「会計事務の適切な執行」に対す
る取組みなどが進められている。
今後の課題としては、そういった分野にお
ける取組みを更に強化していくことで、「自
律的運営に向けた地域活動協議会の取組
（イメージ）」に示す、ステージⅡの水準を全
地域で達成する必要がある。

現在、取組みを進めている「組織運営」に
かかる分野の支援を継続安定的に進めな
がら、多様な広報媒体を通じての広報活動
をさらに強化することで、地域活動協議会
の認知度の向上をめざす。

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
地域が抱える課題を地域で解決するため
に、自立的な地域運営の仕組みづくりをめ
ざす。

区民モニター　平成30年
地域のまちづくりに関する活動が地域団体
やNPO、企業などさまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合を平成25年度と比して20％向上させ
る。

・自律的な運営に向けた新たな担い手の確
保、地域公共人材の活用を含めた人材の
育成
・CB/SBの活用を含め、自主財源の確保を
図りつつ、地域資源を活用した地域活動の
実施
・多様な媒体を通じての広報活動の実施
・地域活動協議会の自律的な運営

ア

区民モニターアンケートにおいて、「校区等
地域を越えた範囲で、地域団体や市民、
NPO、企業などいろんな方々が連携し、協
働することによって、まちづくりに関する活
動が進められていると感じる」と回答した区
民の割合が、平成25年度と比して2.3ポイン
ト向上した。（16.3％）

H25：14.0
H26：11.7
H27：17.1
（単位：％）

A A a

校区等地域において、様々な活動主体が
協働し、その話し合いのもと合意を形成し、
自ら地域課題に取り組むなど、地域間にバ
ラつきはあるものの、おおむね順調に進め
られている、また、組織運営に係る分野に
おいても、「会計事務の適切な執行」に対す
る取組みなどが進められている。
今後の課題としては、そういった分野にお
ける取組みを更に強化していくことで、「自
律的運営に向けた地域活動協議会の取組
（イメージ）」に示す、ステージⅡの水準を全
地域で達成する必要がある。

現在、取組みを進めている「組織運営」に
かかる分野の支援を継続安定的に進めな
がら、多様な広報媒体を通じての広報活動
をさらに強化することで、地域活動協議会
の認知度の向上をめざす。

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
地域が抱える課題を地域で解決するため
に、自立的な地域運営の仕組みづくりをめ
ざす。

区民モニター　平成30年
地域のまちづくりに関する活動が地域団体
やNPO、企業などさまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合を平成25年度と比して20％向上させ
る。

・自律的な運営に向けた新たな担い手の確
保、地域公共人材の活用を含めた人材の
育成
・CB/SBの活用を含め、自主財源の確保を
図りつつ、地域資源を活用した地域活動の
実施
・多様な媒体を通じての広報活動の実施
・地域活動協議会の自律的な運営

ア

区民モニターアンケートにおいて、「校区等
地域を越えた範囲で、地域団体や市民、
NPO、企業などいろんな方々が連携し、協
働することによって、まちづくりに関する活
動が進められていると感じる」と回答した区
民の割合が、平成25年度と比して2.3ポイン
ト向上した。（16.3％）

H25：14.0
H26：11.7
H27：17.1
（単位：％）

A A a

校区等地域において、様々な活動主体が
協働し、その話し合いのもと合意を形成し、
自ら地域課題に取り組むなど、地域間にバ
ラつきはあるものの、おおむね順調に進め
られている、また、組織運営に係る分野に
おいても、「会計事務の適切な執行」に対す
る取組みなどが進められている。
今後の課題としては、そういった分野にお
ける取組みを更に強化していくことで、「自
律的運営に向けた地域活動協議会の取組
（イメージ）」に示す、ステージⅡの水準を全
地域で達成する必要がある。

現在、取組みを進めている「組織運営」に
かかる分野の支援を継続安定的に進めな
がら、多様な広報媒体を通じての広報活動
をさらに強化することで、地域活動協議会
の認知度の向上をめざす。

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

　地域課題を適切に把握し、コミュニティ・ビ
ジネス化、ソーシャル・ビジネス化に積極的
に取り組むなど、地域資源（ヒト、モノ、カ
ネ、情報）を有効に活用しながら課題解決
に向けて取組みを進める。

　地域のまちづくりに関する活動が、地域団
体やNPO、企業等さまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合：50％以上

　いままで地域活動の関わりが薄かった人
たちを取り込むため、ＮＰＯやボランティア
活動の拠点づくりを行うとともに、様々な媒
体、機会を活用して地域情報を積極的に発
信する。 ア

区民モニターで、地域団体や市民、ＮＰＯ、
企業などいろんな方々が連携し、協働する
ことによって、まちづくりに関する活動が進
められていると感じる区民の割合 16.3％

- B B ｂ －

成果指標と目標値（アウトカム）に定める数
値に対して、平成28年度は16.3％と低いた
め、他区の取組事例の共有を進めていくな
ど、中間支援組織との連携の強化を図る。

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

　地域や社会の課題の解決やニーズへの
対応に向けた取組みがビジネス手法により
継続的に展開されている状態

・地域社会における課題の解決やニーズへ
の対応に向け住民が新たに取り組む継続
的な活動（コミュニティ・ビジネス、ソーシャ
ル・ビジネス）が創出された件数：平成29年
度までに１件以上

・コミュニティ・ビジネス化、ソーシャル・ビジ
ネス化促進の支援
・NPO等法人化などの支援
・地域活動協議会の自律的な地域運営に
向けた支援

ア

平成28年度ＣＢ／ＳＢの創出　０件

- A A ａ －

各地域活動協議会が自律的な運営ができ
るよう、必須とされる取組み（ＮＰＯ法人化・
ＣＢ／ＳＢ等）を強化するべく、説明会や意
見交換会を通じて他区の取組実績を紹介
するなど、時間をかけて周知を図っていく。

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

　コミュニティ・ビジネスやソーシャル・ビジネ
スの意義やメリットが理解され、本市の事務
事業が社会的ビジネス化している状態

　・社会的ビジネス効果が見込まれる事務
事業件数
　平成29年度までに １件以上

・コミュニティ・ビジネス化、ソーシャル・ビジ
ネス化促進の支援

ア

社会的ビジネス効果が見込まれる事務事
業件数　1件（子どもが育つ環境の充実に
向けた取組みとして、地域団体が参画して
いる共同体を委託先として「プレーパーク事
業」を実施）

- A A ａ － －

1

項目

計画 自己評価

（１）

（２）

（３）

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題

今後の対応方向
・

改善策

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

成果指標と目標値

前年度 　A：順調
　B：順調でない

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

1

項目

（１）

（２）

（３）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

成果指標と目標値

○：有効
×：有効でないため見

直す

【4-1-1】
地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上を目指す。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

本市の実施するアンケートにより、中
間支援組織による支援が、地域にとっ
て適切であると感じている割合　75％
以上

本市の実施するアンケートにより「支
援が適切であるとの評価の割合」が
50％以下の場合

・地域活動協議会の形成支援により、
16地域において形成されている
・地域活動協議会の運営・会計が支援
により適切な処理が行われている
・地域活動協議会における広報手段と
して、今までの紙媒体に加え、フェイス
ブックなどの手法が取り入れられた
・地域活動協議会に対するアンケート
により、支援が「役に立った」との回答
が67.5％（平成26年度）

地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上をめざす。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

中間支援組織による支援を受けてい
る地域活動協議会を対象に実施した
「平成28年度　中間支援組織に関する
アンケート」における、「中間支援組織
の支援が適切である」という評価の割
合：83.8％ ①

（i）
○

業績目標として掲げた数値について
は達成しており、中間支援組織による
地域活動協議会への支援が適切に実
施されていると考えられる。また、同ア
ンケートにおいて、議決機関の適正な
運営や、会計の適正な処理等、組織
運営にかかる項目については、高い
評価を得ている。
一方で、地域活動の担い手拡大に向
けた支援等、難度の高い分野に関し
て、取組状況にバラつきがあることか
ら、各地域の特性に応じた支援が求
められている。

評価の高かった組織運営にかかる支
援は継続しつつ、難度の高い項目に
ついて、各地域の特性に応じた支援
策を策定し、区内地域活動協議会全
体が、一定自律できている状態の実
現に向け、取組みを進めていく。

【4-1-1】
地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上を目指す。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

本市の実施するアンケートにより、中
間支援組織による支援が、地域にとっ
て適切であると感じている割合　75％
以上

本市の実施するアンケートにより「支
援が適切であるとの評価の割合」が
50％以下の場合

・地域活動協議会の形成支援により、
16地域において形成されている
・地域活動協議会の運営・会計が支援
により適切な処理が行われている
・地域活動協議会における広報手段と
して、今までの紙媒体に加え、フェイス
ブックなどの手法が取り入れられた
・地域活動協議会に対するアンケート
により、支援が「役に立った」との回答
が67.5％（平成26年度）

地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上をめざす。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

中間支援組織による支援を受けてい
る地域活動協議会を対象に実施した
「平成28年度　中間支援組織に関する
アンケート」における、「中間支援組織
の支援が適切である」という評価の割
合：83.8％

①
（i）

○

業績目標として掲げた数値について
は達成しており、中間支援組織による
地域活動協議会への支援が適切に実
施されていると考えられる。また、同ア
ンケートにおいて、議決機関の適正な
運営や、会計の適正な処理等、組織
運営にかかる項目については、高い
評価を得ている。
一方で、地域活動の担い手拡大に向
けた支援等、難度の高い分野に関し
て、取組状況にバラつきがあることか
ら、各地域の特性に応じた支援が求
められている。

評価の高かった組織運営にかかる支
援は継続しつつ、難度の高い項目に
ついて、各地域の特性に応じた支援
策を策定し、区内地域活動協議会全
体が、一定自律できている状態の実
現に向け、取組みを進めていく。

【4-1-1】
地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上を目指す。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

本市の実施するアンケートにより、中
間支援組織による支援が、地域にとっ
て適切であると感じている割合　75％
以上

本市の実施するアンケートにより「支
援が適切であるとの評価の割合」が
50％以下の場合

・地域活動協議会の形成支援により、
16地域において形成されている
・地域活動協議会の運営・会計が支援
により適切な処理が行われている
・地域活動協議会における広報手段と
して、今までの紙媒体に加え、フェイス
ブックなどの手法が取り入れられた
・地域活動協議会に対するアンケート
により、支援が「役に立った」との回答
が67.5％（平成26年度）

地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上をめざす。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

中間支援組織による支援を受けてい
る地域活動協議会を対象に実施した
「平成28年度　中間支援組織に関する
アンケート」における、「中間支援組織
の支援が適切である」という評価の割
合：83.8％ ①

（i）
○

業績目標として掲げた数値について
は達成しており、中間支援組織による
地域活動協議会への支援が適切に実
施されていると考えられる。また、同ア
ンケートにおいて、議決機関の適正な
運営や、会計の適正な処理等、組織
運営にかかる項目については、高い
評価を得ている。
一方で、地域活動の担い手拡大に向
けた支援等、難度の高い分野に関し
て、取組状況にバラつきがあることか
ら、各地域の特性に応じた支援が求
められている。

評価の高かった組織運営にかかる支
援は継続しつつ、難度の高い項目に
ついて、各地域の特性に応じた支援
策を策定し、区内地域活動協議会全
体が、一定自律できている状態の実
現に向け、取組みを進めていく。

　重要な地域資源の一つであるボラン
ティア等を活用した事業を行い、ボラン
ティア等相互の交流及び地域コミュニ
ティの醸成を支援する。

平成28年度区民モニターアンケート
（無作為抽出）において、「地域活動に
関わってみたいと思った時に、相談相
手や相談窓口を知っている」と答えた
人の割合が60％以上

回答が20％以下 「ジャガピー花の会」事業の実施
・ひまわりによる迷路作成（ボランティ
アスタッフあり）
・ボランティア相互の交流会の開催
・ボランティアによる花の講習会の開
催

・ひまわりによる迷路作成（ボランティ
アスタッフあり）　　５月～８月
・ボランティア相互の交流会の開催
１２月
・ボランティアによる花の講習会の開
催　　　　　　　　　　７月～１２月・２月

区民モニターアンケートにおいて、「地
域活動に関わってみたいと思った時
に、相談相手や相談窓口を知ってい
る」と答えた人の割合　　５１．６％

②
(ｉ)

○

ボランティア会員の高齢化や活動メン
バーの固定化により、今後活動の担
い手不足が予想される。
地域の緑化活動を継続するために
は、新規会員の募集と、公民連携や
次世代住民の参加促進など、新たな
担い手による緑化活動の仕組みづくり
が必要である。

区開催のイベント等で花苗やゴーヤの
苗の配布時にボランティア募集や啓発
を実施していく。

　中間支援組織等の支援を受けなが
ら、次の取組みを実施する。
・企業とのマッチング等を通じた、地域
課題の解決
・地域事業（まつり・子どもに対するイ
ベント等）における、企業との協働（企
業の社会貢献等）

　平成28年度中間支援組織に対する
アンケートにおいて、「まちづくりセン
ターの支援が適切である」という評価
が75％以上

評価が50％以下 ・一部地域の課題となっていた高齢者
の買い物支援について、中間支援組
織による企業とのマッチングにより、
移動販売の支援を実施した。現在は、
当該地域の移動販売を拡充し行われ
ている。（週2回、1回10か所巡行）
・中間支援組織の支援により、子ども
向けとして、地元企業よりゴム銃（組立
キット式）を用いた実演を行い、各地域
での協働・連携を目的とした講習会を
実施

中間支援組織のマッチング支援によ
り、区内地域活動協議会が他の活動
主体と連携し、イベントを開催した。
※区内地域活動協議会の恒例事業
に、民間のクリエイター団体による企
画を加えた形で、連携イベントを開
催。地域活動協議会は模擬店を出
店、団体はプロレス・喫茶店・ライブ等
を行い、参加者の年齢層等にも広がり
がみられた。

中間支援組織に対するアンケートにお
いて、「まちづくりセンターの支援が役
に立った」と答えた人の割合　８３．
８％

①
（ⅰ）

○ － －

　中間支援組織も活用して、コミュニ
ティ・ビジネスやソーシャル・ビジネス
や事務事業の社会的ビジネス化につ
いての意義やメリット、具体的な事例
の紹介やその情報等を提供するととも
に、コーディネートを行う仕組みづくり、
各種研修等の実施、相談体制の整備
等を進めていく。

　中間支援組織が主催の説明会など
に参加した人のうち、コミュニティ・ビジ
ネスやソーシャル・ビジネスや事務事
業の社会的ビジネス化についての意
義等を理解できたと答えた参加者の
割合　50％以上

評価が20％以下 ・区北東部の「あいりん地域」におい
て、不法投棄ごみ対策などの解決に
向けた取組について、平成26年度か
ら「あいりん地域環境整備事業」を開
始するに際して、委託先である地域の
まちづくり法人に広く裁量を認めるとと
もに、地域の労働者の雇用創出に努
めた。
・中間支援組織と連携し、地域活動協
議会の全体研修会でコミュニティビジ
ネス、ソーシャルビジネスに関する先
進事例の報告会を実施
（16地域のうち14地域が参加）

自主財源の確保等、地域資源（ヒト、
モノ、カネ、情報）の有効な活用を通じ
た地域課題の解決について、中間支
援組織により、各地域に対する個別的
な支援を実施した。

未測定（中間支援組織に対するアン
ケートにおいて、「まちづくりセンター
の支援が役に立った」と答えた人の割
合　８３．８％）

①
(ⅰ)

〇 － －

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

計画

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

平成28年度

具体的取組

自己評価



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

項目

計画 自己評価

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題

今後の対応方向
・

改善策

成果指標と目標値

前年度 　A：順調
　B：順調でない

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
地域が抱える課題を地域で解決するため
に、自立的な地域運営の仕組みづくりをめ
ざす。

区民モニター　平成30年
地域のまちづくりに関する活動が地域団体
やNPO、企業などさまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合を平成25年度と比して20％向上させ
る。

・自律的な運営に向けた新たな担い手の確
保、地域公共人材の活用を含めた人材の
育成
・CB/SBの活用を含め、自主財源の確保を
図りつつ、地域資源を活用した地域活動の
実施
・多様な媒体を通じての広報活動の実施
・地域活動協議会の自律的な運営

ア

区民モニターアンケートにおいて、「校区等
地域を越えた範囲で、地域団体や市民、
NPO、企業などいろんな方々が連携し、協
働することによって、まちづくりに関する活
動が進められていると感じる」と回答した区
民の割合が、平成25年度と比して2.3ポイン
ト向上した。（16.3％）

H25：14.0
H26：11.7
H27：17.1
（単位：％）

A A a

校区等地域において、様々な活動主体が
協働し、その話し合いのもと合意を形成し、
自ら地域課題に取り組むなど、地域間にバ
ラつきはあるものの、おおむね順調に進め
られている、また、組織運営に係る分野に
おいても、「会計事務の適切な執行」に対す
る取組みなどが進められている。
今後の課題としては、そういった分野にお
ける取組みを更に強化していくことで、「自
律的運営に向けた地域活動協議会の取組
（イメージ）」に示す、ステージⅡの水準を全
地域で達成する必要がある。

現在、取組みを進めている「組織運営」に
かかる分野の支援を継続安定的に進めな
がら、多様な広報媒体を通じての広報活動
をさらに強化することで、地域活動協議会
の認知度の向上をめざす。

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
地域が抱える課題を地域で解決するため
に、自立的な地域運営の仕組みづくりをめ
ざす。

区民モニター　平成30年
地域のまちづくりに関する活動が地域団体
やNPO、企業などさまざまな活動主体の連
携・協働により進められていると感じる区民
の割合を平成25年度と比して20％向上させ
る。

・自律的な運営に向けた新たな担い手の確
保、地域公共人材の活用を含めた人材の
育成
・CB/SBの活用を含め、自主財源の確保を
図りつつ、地域資源を活用した地域活動の
実施
・多様な媒体を通じての広報活動の実施
・地域活動協議会の自律的な運営

ア

区民モニターアンケートにおいて、「校区等
地域を越えた範囲で、地域団体や市民、
NPO、企業などいろんな方々が連携し、協
働することによって、まちづくりに関する活
動が進められていると感じる」と回答した区
民の割合が、平成25年度と比して2.3ポイン
ト向上した。（16.3％）

H25：14.0
H26：11.7
H27：17.1
（単位：％）

A A a

校区等地域において、様々な活動主体が
協働し、その話し合いのもと合意を形成し、
自ら地域課題に取り組むなど、地域間にバ
ラつきはあるものの、おおむね順調に進め
られている、また、組織運営に係る分野に
おいても、「会計事務の適切な執行」に対す
る取組みなどが進められている。
今後の課題としては、そういった分野にお
ける取組みを更に強化していくことで、「自
律的運営に向けた地域活動協議会の取組
（イメージ）」に示す、ステージⅡの水準を全
地域で達成する必要がある。

現在、取組みを進めている「組織運営」に
かかる分野の支援を継続安定的に進めな
がら、多様な広報媒体を通じての広報活動
をさらに強化することで、地域活動協議会
の認知度の向上をめざす。

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を反映していると思う区民の割合
32.6％ 34.5% B

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）
の中に、区の特性や地域実情に応じたもの
があると感じる区民の割合　　24.2％ 30.1% B

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）
に関して、あなたの必要とする情報が伝え
られていると感じる区民の割合　20.6％ 26.8% B

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）
について、それらの企画・計画段階におい
て、区民の意見や要望を反映していると思
う区民の割合　24.2% 30.0% Ｂ

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）
について、それらの終了時に意見を聴くな
ど、区民からの評価を受け、これらを区政
運営の改善につなげていると思う区民の割
合 18.3% 21.8% Ｂ

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区政運営について、様々な取組
の企画・計画段階から、区民との対話や協
働を行うとともに、区民から受けた評価を改
善につなげるなど、PDCAサイクルを適切に
運用している状態。

① 区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの企画・
計画段階において、区民の意見や要望を
反映していると思う区民の割合
② 区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの終了
時に意見を聴くなど、区民からの評価を受
け、これらを区政運営の改善につなげてい
ると思う区民の割合
平成29年度までに ①60％以上 ②60％以
上

区政会議で区政運営へのご意見や評価を
いただき、予算や運営方針などに反映して
いくことで、改善や新たな展開へとつなげて
いく。

ア Ｂ ｂ

多くの意見を収集するとともに、ニーズの把
握に努める必要がある。

様々な場を通じて区民との意見交換を行う
など、課題認識を区民と共有しながら、区政
運営に反映させる。

B ｂ

多くの意見を収集するとともに、ニーズの把
握に努める必要がある。

・様々な場を通じて区民との意見交換を行
うなど、課題認識を区民と共有しながら、区
政運営に反映させる。
・広報紙やＳＮＳなどターゲットに合わせた
広報媒体を活用するほか、広報紙の配架
場所を増やすなど区民が区政情報を手に
する機会を増やし、さらなる積極的な情報
発信を図る。

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

・区役所が、区政会議をはじめ、様々な機
会を活用して、区民の意見やニーズを的確
に把握することにより、区の特性や地域実
情に応じた施策・事業を展開できている状
態
・区役所が、区民に対して区政運営につい
ての十分な情報を届け、理解を得ている状
態

① 区役所が、区政運営について区民の意
見や要望を反映していると思う区民の割合
② 区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）の中に、区の特性や地域実情に応じた
ものがあると感じる区民の割合
③ 区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）に関して、あなたの必要とする情報が伝
えられていると感じる区民の割合
平成29年度までに ①60％以上 ②60％以
上 ③60％以上

・区政情報や地域情報などを誰もが容易に
入手できる環境をつくるとともに、情報媒体
を増やし、既存の広報紙や区のホームペー
ジの充実を図る。
・区民モニターを活用し、さらに幅広く区民
から意見などを収集するとともに満足度な
どを把握し、検証に役立てる。

ア

2

（１）

㋐

（４）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

項目 成果指標と目標値

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

2

（１）

㋐

（４）

○：有効
×：有効でないため見

直す

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

計画

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

自己評価

【4-1-1】
地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上を目指す。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

本市の実施するアンケートにより、中
間支援組織による支援が、地域にとっ
て適切であると感じている割合　75％
以上

本市の実施するアンケートにより「支
援が適切であるとの評価の割合」が
50％以下の場合

・地域活動協議会の形成支援により、
16地域において形成されている
・地域活動協議会の運営・会計が支援
により適切な処理が行われている
・地域活動協議会における広報手段と
して、今までの紙媒体に加え、フェイス
ブックなどの手法が取り入れられた
・地域活動協議会に対するアンケート
により、支援が「役に立った」との回答
が67.5％（平成26年度）

地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上をめざす。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

中間支援組織による支援を受けてい
る地域活動協議会を対象に実施した
「平成28年度　中間支援組織に関する
アンケート」における、「中間支援組織
の支援が適切である」という評価の割
合：83.8％ ①

（i）
○

業績目標として掲げた数値について
は達成しており、中間支援組織による
地域活動協議会への支援が適切に実
施されていると考えられる。また、同ア
ンケートにおいて、議決機関の適正な
運営や、会計の適正な処理等、組織
運営にかかる項目については、高い
評価を得ている。
一方で、地域活動の担い手拡大に向
けた支援等、難度の高い分野に関し
て、取組状況にバラつきがあることか
ら、各地域の特性に応じた支援が求
められている。

評価の高かった組織運営にかかる支
援は継続しつつ、難度の高い項目に
ついて、各地域の特性に応じた支援
策を策定し、区内地域活動協議会全
体が、一定自律できている状態の実
現に向け、取組みを進めていく。

【4-1-1】
地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上を目指す。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

本市の実施するアンケートにより、中
間支援組織による支援が、地域にとっ
て適切であると感じている割合　75％
以上

本市の実施するアンケートにより「支
援が適切であるとの評価の割合」が
50％以下の場合

・地域活動協議会の形成支援により、
16地域において形成されている
・地域活動協議会の運営・会計が支援
により適切な処理が行われている
・地域活動協議会における広報手段と
して、今までの紙媒体に加え、フェイス
ブックなどの手法が取り入れられた
・地域活動協議会に対するアンケート
により、支援が「役に立った」との回答
が67.5％（平成26年度）

地域一丸となって、様々な事業や行事
等に取り組めるよう、地域活動協議会
を支援し、新たな人材確保と地域力の
維持・向上をめざす。
・地域活動協議会補助事業　全16地
域
・中間支援組織への支援業務委託

中間支援組織による支援を受けてい
る地域活動協議会を対象に実施した
「平成28年度　中間支援組織に関する
アンケート」における、「中間支援組織
の支援が適切である」という評価の割
合：83.8％

①
（i）

○

業績目標として掲げた数値について
は達成しており、中間支援組織による
地域活動協議会への支援が適切に実
施されていると考えられる。また、同ア
ンケートにおいて、議決機関の適正な
運営や、会計の適正な処理等、組織
運営にかかる項目については、高い
評価を得ている。
一方で、地域活動の担い手拡大に向
けた支援等、難度の高い分野に関し
て、取組状況にバラつきがあることか
ら、各地域の特性に応じた支援が求
められている。

評価の高かった組織運営にかかる支
援は継続しつつ、難度の高い項目に
ついて、各地域の特性に応じた支援
策を策定し、区内地域活動協議会全
体が、一定自律できている状態の実
現に向け、取組みを進めていく。

○ ―

区政会議ではできるだけ分かりやす
い資料を用いて説明することにより、
委員の方々から多くの意見などをあげ
ていただき、より活発な区政会議の運
営に努めることにより、新たな区政運
営につなげていく。

左記評価が30％以下 区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改善
につなげていると思う区民の割合：
21%

・区政会議（全体会）　4回
・区政会議西成特区構想部会　1回
・区政会議情報発信部会　1回
・区政会議教育部会　1回

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：32.6％

②
（ⅰ）

②
(ⅰ)

○

幅広く区民の方々からの区政に関す
る意見や地域ニーズを十分に把握し
きれていない。

施策や事業に関する基礎資料とする
ため、アンケートの質問内容を精査
し、よりわかりやすい表記に改めるこ
とにより回答率の上昇を図り、区民
ニーズの的確な把握に努める。

・区政会議を開催し、区政運営、テー
マごとの地域課題について意見・評価
を頂く。
　①全体会議　3回程度
　②部会　　　　適宜

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：60％

・区民モニター回答率：35％以上 左記評価が20％以下 ・区民モニター回答数：438通、区民モ
ニター回答率：29.2％
（対象者：1500名）
・区制90周年記念誌の発行
・広報紙の発行（毎月発行）
・フェイスブック投稿数（155回/年）
・区民ロビーを活用した展示の実施（5
回/年）
・転入者に向けて広報紙の宣伝活動
の実施（5,600件/年）

・区民モニターアンケート調査の実施
（1月）
情報発信の取組
・フェイスブック投稿数（140回/年）
・区民ロビーを活用した展示の実施（4
回/年）
・転入者に向けて広報紙宣伝の実施
（約6,100件/年）

区民モニターアンケート回答率：
30.9％

・区政に関する意見や地域ニーズを把
握するため、区民モニターアンケート
調査を実施
・区広報紙、区ホームページだけでは
なく、SNSを活用し積極的な情報発信
を行う。多くの人が訪れる区役所ロ
ビーを活用し、区の特色ある取組みな
どの現状の情報を発信する。区広報
紙をより多くの方に届けるため、より
分かりやすい紙面づくりを行うとともに
区内イベント等で区広報紙の宣伝活
動を行う。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

項目

計画 自己評価

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題

今後の対応方向
・

改善策

成果指標と目標値

前年度 　A：順調
　B：順調でない

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

・区役所が、区民から寄せられる日常生活
に関する様々な相談や要望を総合的に受
け付け、個々の事案に応じて関係局等への
連絡や指示を適切に行うとともに、適切な
機関や窓口を調べ、情報を提供したり、必
要に応じて自ら問い合わせを行い、状況を
相談者等にフィードバックしたりするなど、
区における市政の総合窓口としての役割を
果たしている状態

・過去１年間に、区役所に日常生活に関す
る相談や要望を行った区民のうち、区役所
が、区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合
平成29年度までに 80％以上

地域実情や特性に応じて、区民との対話や
協働により区政運営を推進していくととも
に、より多くの区民から評価をしてもらえる
区役所をめざす。

ア

区における市政の総合窓口として、適切に
対応したと思う区民の割合：72.3％

70.40% A A ｂ ― ―

区民が満足・納得できる区役所運営

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

・区役所来庁者等に対する窓口サービスを
向上させ、自治体トップレベルのサービスを
実現している状態

① 区役所を過去１年間に訪れた区民のう
ち、来庁者への案内サービスや窓口での応
対が良いと感じた区民の割合
平成29年度までに 80％以上
② 区役所来庁者に対する窓口サービスに
係る民間事業者の覆面調査員による調査
（５点満点）での点数
平成29年度までに 3.5点以上

庁舎案内や窓口業務におけるサービスに
対して、区民の満足度が高い状態をめざ
す。

ア

来庁者への案内サービスや窓口での応対
が良いと感じた区民の割合：74.6％

区役所来庁者に対する窓口サービスに係
る民間事業者の覆面調査員による調査で
の点数：3.2点

73.7%

3.3点

Ａ

Ｂ

Ａ ｂ ― ―

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【様式３　取組項目４】
・コンプライアンス意識の向上を図り、市民
から信頼される組織体制を確立する。

・不祥事と不適正事務の根絶 ・職員一人ひとりの意識の向上を図るため
のコンプライアンス研修を実施する。
・管理職会や広報媒体等を通じ全職員向け
に注意喚起を徹底する。

― ― ― ― ― ― ― ―

（２）

（３）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（西成区）

項目 成果指標と目標値

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

区民が満足・納得できる区役所運営

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

（２）

（３）

○：有効
×：有効でないため見

直す

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

計画

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

自己評価

・区役所が来庁・電話・郵便・インター
ネット等により区民から寄せられる、日
常生活に関する様々な相談・要望等を
総合的に受け付け、個々の事案に応
じて、関係局に連絡、指示を行う等、
適切かつ迅速な対応を行う。
・市政・区政に対する課題について、
関係部署に情報を伝えることで、区役
所が区内関係事業所と連携するた
め、行政連絡調整会議を開催する。
　行政連絡調整会議　　 　　  年10回
　行政連絡調整会議小会議　年6回

過去1年間に、区役所に日常生活に関
する相談や要望を行った区民のうち、
区役所が、区における市政の総合窓
口として、適切に対応したと思う区民
の割合：80％以上

左記評価が50％以下 ・過去1年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総合
窓口として、適切に対応したと思う区
民の割合：平成27度　70.4％
・区役所が区内関係事業所と連携す
るための行政連絡調整会議開催実績
①行政連絡調整会議　　 　　  年10回
②行政連絡調整会議小会議　年6回

・区民から寄せられた様々な相談・要
望等を総合的に受け付け、個々の事
案に応じて、関係部署に連絡、指示を
行う等、適切かつ迅速に対応した。
・行政連絡調整会議を開催した。
　　行政連絡調整会議：10回開催
　　行政連絡調整会議小会議：６回開
催

区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合：
72.3％

②（ⅰ） ○

区における市政の総合窓口として適
切に対応したと思う区民の割合につい
て、目標には達成していないが、平成
27年度に比べ改善していることから一
定の効果はあったと見込まれる。引き
続き、区内関係事業所等と情報共有
の強化を図ることが必要である。

今後も関係事業所等と密に連絡・情報
提供しあいながら、区民に対し、適切
かつ迅速に対応する。

・庁舎出入口やエレベーター前の庁舎
案内表示の改善
・窓口サービス業務の委託事業者と毎
週木曜日、情報連携ミーティングを開
催

H29年度までに区役所来庁者に対す
る窓口サービスに係る民間事業者の
覆面調査員による調査（5点満点）で
の点数を「3.5点」以上

左記評価が3.0未満 ・27年度：3.3点
･26年度：3.3点

・庁舎出入口やエレベーター前・階段
に庁舎案内表示及びフロア図を新た
に設置
・窓口サービス業務の委託事業者と毎
週木曜日、情報連携ミーティングを開
催

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（5点満点）　3.2点

②(ⅰ) ○

電話調査や訪問調査における評価
が、同じ担当でも年度によってばらつ
きがあることから、人による対応能力
にばらつきがあると考えられる。

窓口サービスの向上を実現させるた
め、接遇研修などを実施し、対応能力
の底上げを図る。

【様式３　取組項目４】
・所属内講師によるコンプライアンス
研修を実施する。
・課長会（毎週開催）、庶務担当係長
会（毎月開催）や朝礼等を通じて、不
　適切事務、不祥事根絶に向けた再
確認を行うとともに、職員全体に意識
付けを図る。
・コンプライアンスニュースを発行し、
注意喚起を徹底する。

・個人情報漏洩の年間発生件数をま
ず10件未満に抑える。

― ―

・11月～12月に所属内講師によるコン
プライアンス研修を実施した。
・課長会（毎週開催）、庶務担当係長
会（毎月開催）や朝礼等を通じて、不
適切事務、不祥事根絶に向けた再確
認を行い、職員全体に意識付けを図っ
た。
・コンプライアンスニュース年度内全3
回発行し、注意喚起を徹底した。

・個人情報漏洩の年間発生件数を10
件未満に抑えた。

①（ⅰ） ― ― ―


